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事例�•産廃物の分別による資源の有効活用�¢都内ビル案件の環境活動報告�£

都心の中心部 大規模工事として新潟原動機が初めて経験した建設工事です。
常用ガスエンジン 12V28AGS× 2台を納入して 2018年 7月引渡しとなります。

 ● オフィスビルの特徴
1） 国内最高水準の通信環境の整

備による国際的なビジネスセ
ンターの機能強化

2） 大手町地区の業務継続能力向
上（災害時の業務継続を可能
とする自立性の高い電源の導
入として新潟原動機製のガス
コージェネレーション）

3） うるおいのある快適な都市基
盤の創出

大規模な建設工事では大量の産
業廃棄物が発生するため、大手ゼ
ネコンの環境へ対する取り組み方
法工事関係者全員でゴミの分別徹
底およびリサイクル率（目標値）
を決めて対応しています。

実際の廃棄物分別は
・段ボールに着いたビニール製のテープはもとより鉄製のホッチキスも除去
�~細かいゴミを篩にかけて砂やホコリも分別
�~集めた砂やホコリの中からビニール繊維や細かい鉄くずを更に分別

分別ルールも徹底しており専任の管理者が常駐し産廃物を確認してゴミの分別管理と建築現場全体で、産業廃棄物
をリサイクルし最終処分量を減量させる運動活動が徹底されています。
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某案件工場の非常用ディーゼル発電機機関定期点検においての産業廃棄物分別による 
環境にやさしい取り組み

 ● 事例：某案件工場内の産廃分別徹底による環境対応
（1） 環境活動の取り組み
メンテナンス時の場内産廃物分別徹底による環境対応については顧客殿と元請殿の指導のもとで環境活動の一環で

実施している。

（2） 具体的実施状況
分別は、金属類、紙くず、木くず、廃プラスチック類、ゴム、ガスケット、繊維類、油脂類、汚泥類に、細かく分

別し、さらにウエスを廃棄する時は油の染み込んだ物は油脂類、油の染み込んでいない物は繊維類として分別し廃棄
する必要がある。
廃棄する際は、客先の廃棄物管理台帳に廃棄物の種類、総重量、個数を記入して廃棄物管理番号を採番し、所定の

用紙に管理番号と種類を記入し袋に貼りつける。
金属類（小型）計量後に客先の指定袋に 20kg以内に小分けし集積所に保管金属類（大型）計量後に客先の開口部

養生を行い、指定場所に仮置きし保管その他分別ごみは計量後 10 kg以内に小分けし、集積所に保管

（3） 取り組みによる成果
分別の細分化と計量による指定袋への小分けを実施することでゴミの減量意識と整理整頓意識が向上し、現場の

4S全体が向上した。また、社会貢献意識も高揚することを期待する。
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各工場の取扱量 1 t以上の PRTR対象物質は下表の 8物質であり、新潟原動機全体としての 2017年度の実績は下
表の通りです。

「水銀使用製品」不使用への取り組み
2017年 8月 16日、水銀による環境汚染の防止に関
する国際条約である「水俣条約」が発効しました。また、
同日、対応する国内法である「水銀汚染防止法」が施行
されました。
この法律によって、水銀を含有する製品（水銀使用製

品）の製造、及び輸出入が禁止されるとともに、水銀使
用製品が製品に組み込まれることを防止する義務が発生
します。
当社ではエンジンの排気温度計測を行うために、長い

間、水銀温度計を採用してきましたが、一方でこの法律

の施行を先読みし、早くから水銀温度計に替わる測温機
器の選定や信頼性・耐久性の評価に取り組んでおり、す
でに多くの水銀フリー温度計の納入実績があります。
水銀温度計に関する規制開始日は 政令により 2020
年 12月 31日と定められました。
規制開始日以降は、水銀温度計を組み込んだエンジン
の輸出が禁止されることになります。
当社ではこの規制への対応を 1年前倒しし、2019年

度から水銀フリー温度計への全面展開を図ります。

化学物質管理

物質 
番号 CAS番号 化学物質名 取扱量 大気 

排出量
水域 
排出量 移動量

438 1321-94-4 メチルナフタレン 23,141 116 ─ ─

87 ─ クロム 13,468 ─ ─ 11,543

80 1330-20-7 キシレン 5,464 4,303 ─ 33

412 ─ マンガン 3,684 ─ ─ 83

384 106-94-5 1─プロモプロパン 3,135 2,772 ─ 350

53 100-41-4 エチルベンゼン 3,132 3,106 ─ 26

300 108-88-3 トルエン 1,650 1,650 ─ ─

296 95-63-6 1,2,4─トリメチルベンゼン 1,309 7 ─ ─

（単位はkg）
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環境に配慮したサプライチェーンマネジメント

 ● 事例：2017年度　調達方針説明会を開催
5月 17日大宮ソニックシティー 小ホールにて、307 

社 406名の購買先様（北は岩手県奥州市、南は福岡県
直方市）にお集まり頂き、生産センター、品質保証室と
合同での『2017年度 調達方針説明会』を開催しました。
当社社長の挨拶に始まり、調達センターの新体制紹介

後、調達センター・生産センター・品質保証室より当社
の近況と 2017 年度（平成 29年度）の生産活動に向け
て以下の説明が行われました。
① 調達センター新体制とジャンプ NIIGATA2016に
ついて

② 調達センターの方針と取引先様へのお願い
③ ジャンプ NIIGATA2016に向けた生産センターの
取り組み

④ 2017 年度生産計画 機種別生産動向

⑤ VE 活動について
⑥ 当社の品質改善活動 ～調達品に関する品質改善状
況～
⑦ 購買先品質改善活動報告
その後、2016 年度（平成 28年度）の優良購買先の
表彰を行い、受賞された各社代表者様よりコメントを頂
きました。
出席社数は、例年通り多くの購買先様が来場され、引
き続き当社への期待と関心を持って頂いていると実感し
ました。
当社の生産状況・計画・改善活動などの情報を公開す
る事で、生産活動をご理解頂き、購買先様側での生産の
効率化及びムリ・ムダの排除に役立てて頂いております。

環境に配慮した活動

社長あいさつ 調達センター長による説明

参加された購買先の方々 受賞された購買先様
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 ● 事例：WEB－EDI（電子商取引）“COMET” の活用
2014年に導入開始したWEB─EDI（COMET）は、

4年目を迎え導入取引先様も 282社と拡大されていま
す。また、2017年度はカスタマーサポートセンターの
メンテナンス部門の発注についても取引を開始しまし
た。
従来の紙伝票の管理から電子データでの管理へ、手書

き作業から電子データへ、FAXから電子データへ変更。

その結果、毎日繰り返される伝票の発送作業時間の短縮
と郵送費の削減、FAX授受による手書き書類と紙の削
減、手作業による人的ミスの削減、業務のスピードアッ
プにより無駄時間の削減を図り、省エネで環境にやさし
い業務への転換を図っています。
また、削減された無駄時間を付加価値のある業務に活
かせるなど、職場の働き方改革にも貢献しています。

間接費用の大幅削減減 取引業務の効率化

導入前

郵送費

人件費

用紙代金

導入後

73％削減

時間・手間を
大幅削減
取引スピードUP

紙書類・手作業 時間カット
取引データダウンロード活用

連携強化
取引情報一元管理

ビジネスチャンスの拡大
下請適正取引の推進

経費削減
請書発行不要

FAX通信費・郵送費等削減
書類紛失・人的ミス防止

用紙の削減 郵送件数の削減

導入前

53,000 枚／年

10,800 枚／年

導入後

80％削減

導入前

42,000 枚／年

24,000 枚／年

導入後

43％削減
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当社は、大学、高校、小中学校などの学生、生徒、児童の社会見学を積極的に受け入れることにより、日本のもの
づくりの楽しさ、難しさ、社会への貢献などを若い人たちに伝えていきます。

東京理科大学学生による太田工場見学
2017年 7月 11日、東京理科大学理工学部機械工学
科の学生 18名が太田工場に来場しました。これは、同
大学が学部 3年生を対象に特別講義として毎年この時
期に実施しているものです。5回目の受け入れとなった
今回は、イランから交換留学で来日している女子学生も

参加し、日本のものづくりを間近で見学できたことは、
良い経験になったようです。
当日は工場見学に加え、技術者との交流の場をも設け、
学生は若手技術者に対し熱心に質問をしていました。

山形大学学生による太田工場見学
2017年 9月 13日、山形大学工学部機械システム工
学科の学生 43名が太田工場に来場しました。これは、
同大学が学部 3年生を対象に生産現場の実地見学を目
的に実施しているもので、太田工場への受け入れは今回
が初めてとなります。

当日は、工場内の組立職場・試運転職場および研修セ
ンターの見学に加え、山形大学OBとの交流の場も設け、
学生は熱心に質問をしていました。今後も要望があれば、
継続して受け入れを行っていきます。

利害関係者とのコミュニケーション
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2017年度環境保全
本社・支店・営業所は、各事務所管理会社の環境管理体制に応じた取り組みを行っています。
また、事務所の環境対応活動の事例を以下に紹介します。

 ● 環境目標達成のための啓蒙ポスターの作成
2017年度も省エネを啓蒙するポスターを更新し、各

事務所・工場で掲示しています。
毎日事務所各フロアーの室内温度・湿度を測定し、空
調機の温度調整に役立てています。また、扇風機などを
利用して、暖かい・冷たい空気を混ぜる工夫をしています。
また、工場現場においても省エネ垂れ幕を掲示し啓蒙

活動を強化しています。

 ● 名古屋支店での取り組み
名古屋支店では、コピー用紙等にグリーン購入法適合商品を購入し、裏紙の再利用も行っているほか、OA機器の
省エネモード設定、昼休みの事務所照明の消灯等に取り組み、支店全体で省エネの実践に努めています。

 ● クールビズの実施
2017年度もクールビズを行ないました。5月から 10月末までをクールビズ期間としました。室内温度は 28℃を
目安に、働き易い職場環境作りに気配りしています。

事務所における環境保全の取り組み

2017 年度　名古屋支店　電力使用量集計 電灯エアコン

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

kwh
2,097

4 月

2,720

5 月

3,185

6 月

3,863

7 月

3,449

8 月

3,001

9 月

2,361

10 月

2,217

11 月

3,449

12 月

3,820

1 月

3,643

2 月

2,497

3 月

単位 2015年度 2016年度 2017年度

総エネルギー使用量（燃料原油換算） kl 298.9 297.6 291.4

電力 kl 218.1 215.1 211.0

燃料 kl 80.8 82.5 80.4

水使用量 m3 6,895 6,198 6,720

二酸化炭素排出量 t-CO2 650 638 612

廃棄物発生量 t 366.8 139.9 397.3

省エネポスター 省エネ垂れ幕
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（1）工場の 2017年度環境目標の達成状況
ガスタービン工場では環境目標を達成しました。太田工場と新内工場、鋳造工場、ニコ精密機器で原単位当たりの

エネルギーが増加し、全体としても対前年比で 5％増加しました。太田工場、新内工場及び鋳造工場で増加した理由
は、生産出力の減少に比べエネルギー消費量の減少が少なかったためです。また、ニコ精密機器で増加した理由は、
生産量の落ち込みによる稼働時間の減少と、新工場の空調に係る固定エネルギーが大きかったためです。全体として
生産量の落ち込みが大きく影響しました。

凡例：　  目標達成　  目標未達成

（2）事務所部門の 2017年度環境目標の達成状況
本社・支店では、目標達成を目指して電力管理図を作成し、室内温度の適正化等の努力をしています。2017年度

は大阪支店と九州支店で電気使用量が増加しました。全体としては環境目標を達成しました。

各事務所における環境目標と実績評価

環境目標　＝　前年度に対して原単位当たりエネルギー使用量の1％削減

工場部門 太田工場 新内工場 ガスタービン工場 鋳造工場 ニコ精密機器 全体

達成の評価

2016年度 0.658 
kl/百kW

1.872 
kl/百kW

1.618 
kl/百kW

0.612 
kl/ton

5.263 
kl/千h

対前年比 
115％

2017年度 0.691 
kl/百kW

2.626 
kl/百kW

0.989 
kl/百kW

0.665
kl/ton

6.216 
kl/千h

対前年比 
105％

削減率 5％ 
増加

40％ 
増加

39％ 
削減

9％ 
増加

18％ 
増加

5％ 
増加

エネルギー使用量は原油に換算した使用量（kl）で表しています。
工場部門の原単位当たりのエネルギーは、太田工場、新内工場、ガスタービン工場では生産出力百kW当たりのエネルギー、
鋳造工場では生産重量ton当たりのエネルギー、ニコ精密機器では機械稼働時間千h当たりのエネルギーで表しています。
全体の対前年度比は、エネルギーの使用に係る原単位の対前年度比の寄与度の合計値で表しています。（省エネ法　定期報告
書　様式第9（第17条関係）　特定－第3表　備考3による）

環境目標　＝　電気使用量の前年度1%削減

事務所部門 本社 北海道 東北 名古屋 大阪 九州 全体

達成の 
評価

2016年度 
千kWh

612.4 19.2 25.0 37.3 78.9 63.3 836.2

2017年度 
千kWh

591.4 17.7 23.5 36.3 81.1 70.3 820.3

削減率 3％ 
削減

8％ 
削減

6％ 
削減

3％ 
削減

3％ 
増加

11％ 
増加

2％ 
削減

新潟支店は新潟内燃機工場の集計に含まれるため除外しています。






